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【論文要旨】
　農業を主要産業とするケニアにおいて，土地は農民が経済活動を行うための重要な要素である。
しかし権力者が土地を政治的に利用していたため，ケニアの土地所有構造は大きく歪んでいた。独
立以前のケニアでは，旧宗主国イギリスがヨーロッパ人入植者のために土地を強制的に収奪してい
た。そのため，「伝統的な土地所有形態の崩壊」と「土地の個人所有に伴う衝突」が問題となって
いた。そして独立後のケニアでは，支持基盤を確保しようとしていた大統領のケニヤッタ，モイ，
キバキが，富裕層や権力者，さらには大統領の出身民族であるキクユ族やカレンジン族など一部の
農民に対して土地配分の優遇を行っていた。そのため，独立後ケニアの土地問題では各政権による
土地の政治的利用を考慮しなければならなかった。ケニアの土地所有構造には，「大土地所有者や
富裕層によって占有された経済的資源としての土地」という視点以外に，「独立後の権力抗争によ
って配分された，政治的に利用された土地」という視点がある。植民地支配と独立後の大統領によ
ってもたらされたケニアの土地問題について，本稿では歴史的変遷を踏まえて検証する。
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1．はじめに
　アフリカの全人口の58ユ％が農業を行っているため，土地は経済活動や食料生産を行うための重
要な要素となっている。しかし農耕に適した土地（以下：好適農地）が全体の15．6％しかないた
め，人々は好適農地の奪い合いを行っている。さらに人口の急激な増加や生産技術の制約，個々人
で管理できる土地規模の限界などから，農民一世帯で所有できる農地の規模は徐々に減少している。
FAO［2003コによると，農民一人当たりの土地面積は1991年で6．1ha，1996年で5．5　ha，2000年
で5．2haとなっている1。また灌概設備や肥料の普及が十分に進展していないため，土地の生産性
も向上していない2。農民は土地にかかわる様々な問題に直面しているため，本稿では農民および
農業と政治的経済的諸問題を検討する前提として，ケニアを事例に，土地所有構造の歴史的変遷と
諸問題について論じる。
　土地問題が生じる要因の一つとして土地再配分政策があげられる。政府が主体となって実施して
いる土地再配分政策の本来の目的は，農民間の不平等の是正や多くの農民に土地獲得の機会を与え
ることであった。ただしBinswaner－Mkhizeは土地再配分政策の問題として，土地割当のために政
府が権力を行使して強制的に土地を収奪している点や，市場を介した土地売買のために土地獲得機
会が富裕層に偏っている点をあげている3。Binswaner－Mkhizeが指摘するように土地再配分政策が
土地問題の要因となっている場合，土地問題を分析，考察するためには経済的視点だけでは不十分
である。土地問題を検証するためには，経済的要因以外に制度的諸問題や政策実施などの政治的側
面を捉える必要がある。本稿で扱うケニアの土地所有に関する問題がその事例に該当する。
　2007年時点でケニアの土地総面積は約56．9万km2，また農地面積が土地総面積全体の47，4％にあ
たる27万km2となっている。そして農地面積に占める好適農地面積は19．3％，5．2万km2である。
図1を見ると，一人当たり農地面積は1961年では3．01haだったが，2007年に0．72　haとなってお
り，独立期より減少している。ただし好適農地は1961年の0．42haから2007年に0．14　haとなって
おり，全農地面積と比較して大きな変化は見られない。農民が所有する農地面積の変化から，好適
農地が占有状態にあること，および好適農地を獲得できなかった人たちが他の農地に密集している
ことが伺える。農民は僅かな土地を元手に作物を生産し，・土地獲得の機会を窺っている。ただしケ
ニアの土地所有構造には，「大土地所有者などの富裕層が大部分の土地を占有している」という側
面だけではなく，「土地獲得を行う上で，小農を含めた一部の農民が優遇されている」という側面
もある。
1FAO［2003］参照。
2農地面積と土地生産性に関しては平野［2001］参照。
3これら土地再配分における問題点によって，土地再配分が利益獲得のために利用されているという見方や土
地再配分（土地改革）に関する正確な評価に乏しいという見方が生じており，様々な議論を引き起こしてい
　る（Binswaner－Mkhize［2009］，　pp．4－21．参照）。
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図1　独立後ケニアの人ロと一人当たり農地面積
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出所：Central　Bureau　of　Statistics［2008］，　Central　Bureau　of　Statistics［2009］，　LOBORSTAT（2010年9月7
　　　日閲覧），United　Nation　Statistics　Division（同日閲覧）より著者作成。
　個々人の財力などの経済的要因と政権争いなどの政治的要因から，ケニアでは土地所：有に関する
訴訟や衝突が恒常的に生じている。例えば津田は，1940年代以降に活動したマウマウの元戦士た
ちが土地所有を求めて起こした訴訟とその問題点をあげている4。またYamano　and　Deiningerは
2007年に行われた大統領選挙と土地登記問題の関連性を指摘している5。独立後の土地所有に関す
る問題は後述するが，特に独立以降進展した登記の合法化はケニアの土地所有構造に変化と対立を
もたらしている。
　政治権力と制度が経済に及ぼす影響についてBatesは，アフリカ諸国で行われているマーケティ
ング・ボードによる商品の生産および販売の管理を事例に，政治的な合理性のために経済的不平等
をもたらすような政策が実施されることを提示している6。またノースは，政策や法令，所有権な
どの制度的枠組みと経済の連関について，権利の所有者や政治的有力者の政治的経済的利害を重視
した政策や法令が行われる可能性を指摘している7。ケニアの土地所有を制度的枠組みの視点から
捉えた場合，土地やその他資源に対する所有権が農民全体にとって不利益をもたらすような構造と
なっている。ケニアの土地問題とその背景には，ノースが指摘する「制度的枠組みが生産活動の促
4土地所有に関する訴訟は，他方で不明瞭な団体による仲介など「補償金ビジネス」というかたちで，新たな
　問題を引き起こしている（津田［2009］参照）。
5Yamano　and　Deininger［2009⊃，　pp，254－259．
6Bates［1981］，　pp．2－4，およびpp，106－108．
7ノース［1994］，pp．8－9．およびp．103．
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進をもたらさないような政治的経済的活動の利得の集合体」の問題が見られる8。旧宗主国イギリ
スが入植者の利益のために設けた制度的枠組み（歴史的背景）と，独立後のケニア政府が政治的エ
リートや富裕層などの利益集団の権益を生み出すために実施した土地再配分政策（国内政治の要因）
によって，ケニアの土地所有構造は歪んだシステムになった。歪んだ土地所有構造は，土地獲得の
機会に乏しい大部分の小農と，政権との癒着によって土地獲得の機会を与えられた大土地所有者お
よび一部の小農というかたちで，農民を二分化した。
　本稿では，ケニアの土地所有構造と歪んだ配分が土地再配分政策や所有権，登記などの政治的要
因によって生じていることを，歴史的変遷を踏まえて検証する。歴史的変遷と土地所有構造の連関
を検証することで，現行のキバキ政権が植民地支配から続く歪んだ土地所有構造を継承しているこ
と，そして，土地問題が政治的混乱や土地所有形態の複雑化を引き起こしていることを明らかにす
る。
2．植民地化に伴う白人入植者の土地獲得
　貿易の拡大によって換金作物の需要が増大したため，イギリスなどヨーロッパ列強国はコーヒー
や紅茶，砂糖が生産可能な土地を植民地にした。1884年にベルリン会議でヨーロッパ列強国間が
アフリカの分割について協議した後，1895年にイギリスはコーヒーの生産に適した地形を持つケ
ニアを植民地にした。植民地となったケニアでは，イギリスの植民地化政策によって1901年にケ
ニア沿岸部のモンバサから内陸部のキスムまでを通る鉄道の建設が行われ，さらに1902年にはイ
ギリスの王領地として土地の強制的な収奪が行われた。そしてケニアに入植したヨーロッパ人は，
イギリス政府の庇護のもとでリフトバレー州やセソトラル州などの好適農地が広がる地域を占有し
た。
　ヨーロッパ人入植者によって土地の占有が行われる以前，ケニアでは各集落や家系，民族などの
共同体に基づいた伝統的な土地所有が行われていた9。土地は民族や村落集団などの共同体にとっ
て共有財産であり，それら土地の割当や管理は各共同体の首長が行っていた。また，これら伝統的
な土地所有の制度では，自由に土地を売買したり，譲渡したりする権利を個々人に認めていなかっ
た。そのため各農家の家長が土地を父系親族に相続するときや近親者に譲渡するときには，各共同
体の首長の承認が必要だった10。
　しかしケニアに入植したヨーロッパ人は，ケニア人がそれまで培ってきた伝統的な土地所有制度
を無視して，農民から強制的に土地を収奪していった。入植者の中には休閑や未占有状態だった土
8　ibid，　pp．145－146．
9農耕に関しては，自給自足的生産および自然環境に適応した焼畑や休閑地の設定といった農業形態を基礎と
　していた（川端［1987］，pp．67－70参照）。ただし各共同体間もしくはアラブ商人との間で取引される換金
　作物の生産も行うなど，一定程度の分業体制も行われていた。
lo植民地支配以前の伝統的土地所有と土地支配権利についてはグリッグ［1995］および平田［2007a］参照。
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地を「地主がいない土地，誰も使用していない土地」として一方的に没収した者もいた。また合法
的に土地を獲得しようとした入植者は，各共同体の首長と土地の売買や借用の契約を取り交わし
て，ケニア人から正式に土地を譲渡されていた11。特に好適農地が広がる高原地帯（ホワイト・ハ
イラソド：white　highland）は入植者にとって有益な土地だったため，イギリスはホワイト・ハイ
ラソドの占有を重点的に行った。さらにイギリスは土地や労働力を確保するためにケニア人の居住
を特定の地域（保留地）に制限した。ケニア人の居住を保留地に限定することで入植者が所有でき
る農地は拡大し，またイギリスはケニア人労働力を容易に把握することが可能になった。ただし入
植者に対する土地の譲渡は，後にマウマウという結社を組織するキクユ族にとって正式な譲渡には
なかった。キクユ族の法律では，土地の所有権を正式に譲渡するための条件として「土地所有権の
譲渡を他種族に対して行う場合であれば，両人が養子縁組を行わなければならないこと」，「宗教的
儀式を介さない限り，正式な土地所有権の譲渡とはならないこと」，「土地の売買には，該当する土
地を所有もしくは利用する家族全員の承認が必要となること」などが定められていた12。しかし入
植者はキクユ族との間で交わした土地所有権の譲渡が金銭を介した正式な取引だと認識していた。
そして入植者とキクユ族との間に生じた認識の差異は後述するマウマウの反乱などの暴動を生み出
す要因となった。
　イギリスは，入植者が行った土地の占有を合法にするためにケニアの土地を王領地に設定した。
そして王領地となった土地を入植者に売却したり，99年間の期限付きで貸し付けたりした。その
後，入植者が土地所有権の保証を・イギリス政府に要望したため，イギリスは王領地の借用期間を
999年に延長した。イギリスが土地所有権の合法化と保留地制度をケニアに導入したため，ケニア
人は今まで住んでいた好適農地から不毛な土地に移住しなければならなかった。多くのケニア人は
人口増加と保留地制度の影響によって，入植者が経営する農場で働く低賃金労働者や農場に住み込
みで働くスクウォッター（squatter）になった13。スクウォッターが現れ始めた頃，ケニア人にと
って入植者は労働環境や居住環境を与えてくれる存在であったため，農場主とスクウォヅターの関
係に大きな問題は生じていなかった。さらにイギリスは，より多くの労働力を確保するために人頭
税（poll　tax）や家屋税（hut　tax）などの諸税をケニア人に課した。それら諸税を納めるために，
ケニア人農民は入植者の農場や都市部で賃金労働者になる必要があった。これら納税義務に加えて
イギリスはケニア人を管理するためにキパソデ（kipannde：アフリカ人の情報が記録された登録
11少数のイギリス人によって多数のアフリカ人を支配下に置くための方法として，イギリスは間接統治という
　かたちで現地の伝統的支配構造を利用していた（松田［1999］，p．97．参照）。
12土地所有に関する法的側面について，平田はアフリカ人社会における慣習法とイギリスによる実定法の乖
　離，および実定法の強要とアフリカ人による土地所有権の否認を説明している（平田［2007b］参照）。
13保留地制度に伴うケニア経済および土地所有の転換については青山［1963］およびリーキー［1969］参照。
　ここでいう「スクウォッター（squatter）」とは，不法定住者ではなく1918年に入植者の労働力確i保のために
　施行された条例に基づいてケニア人に広まった，入植者を新しい地主として彼らの土地を借りて農業を営む
　小作人という労働形態である。
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証）の導入およびキパソデの携帯義務を実施していた14。
　しかし人口の増加によって，1930年代からケニア人農民は賃金労働の機会を失っていった。さ
らに入植者は農作業用の家畜を増やして，スクウォッターを解雇するようになった。そのため，白
人農園で働くケニア人と入植者の間に対立が生じるようになった。特にケニア人全体の2割を占
め，且つ1918～1928年で10万人以上がスクウォッターとして労働していたキクユ族の農民は，自
分たちを解雇した入植者に対して，不満を抱くようになった。そしてキクユ族を中心とするケニア
人農民たちは1940年代にマウマウという組織を結成した。マウマウの目的はヨーロッパ人入植者
の追放やケニア特有の社会・文化を取り戻すことにあった。また土地問題に言及すると，・イギリス
によって住んでいた土地から追い出されたことに対する不満や，入植者によって収奪された土地を
取り戻すこと，伝統的な土地所有制度に回帰することが目的となっていた15。そしてマウマウは入
植者によって収奪された土地を取り戻すため，1940年代後半に武装蜂起（マウマウの反乱）を行
った。ただしマウマウの反乱による犠牲者はヨーロッパ人やアジア人の入植者数十人よりもアフリ
カ人の方がはるかに多かった。アフリカ人の被害者数が数千人に及んだ背景には，マウマウの活動
家がマウマウの方針に賛同しないケニア人に対して暴力を伴う弾圧や制裁を行ったことがあげられ
る。マウマウが「反抗するケニア人」に対して行った弾圧は「キクユ対反キクユ」という構図をも
たらす要因になった。1952年に非常事態宣言が出された後，マウマウの反乱は・イギリスによって
鎮圧された。しかしケニア人は入植者に対して反感を抱き続けていたため，イギリスはケニア人の
不満を緩和しつつ，入植者の権利を保護する政策を検討していた。
　イギリスは1954年に新たな土地政策として土地開発計画（スィナートソ・プラン：Swynnerton
Plan）を実施した。計画の主な内容は，①未使用の土地を含めた全ての好適農地の開発のために資
金を投入すること，②灌瀧設備の充実と開墾地の拡大，③農民の必要最小限度の土地所有（一人当
たり農地面積が1．6ha以上）を可能にすること，④農民に対する融資の実施と拡充，⑤作物の販売
路の確立などであった16。表面的にはケニア人農民の農業・商業活動を推進するための計画であっ
たが，実際にはケニア人農民に対する支援が不十分であった。例えば，1．6ha以上の土地を所有で
きた農民が全体の40％未満しかなかったことや，土地の開発資金の87％は入植者や少数のエリー
ト層の所有地のために使用されたことがあげられる。1950年代以降に実施されたスィナートン・
プランは，これまでイギリスが行ってきた政策と同様に，ケニア人農民が農業を営むための環境よ
りもヨーロッパ人入植者の農場経営を支援するために実施された計画だった17。そして，イギリス
14キパンデの導入とその影響に関しては吉田［1979］参照。
15土地問題以外にケニア人が抱いていた感情として，ヨーロッパ人がケニアに持ち込んだキリスト教文化に対
　する反感など宗教的要因や，娯楽文化や教育に対する拒絶がある（土屋［1956］および片山［2000］参照）。
16Buchere　and　Jonyo［2009］，　pp．445－448．参照。
17換金作物の生産を主産業としているケニアにおいて，特にコーヒー・紅茶はケニアの対外貿易および経済成
　長を牽引してきた（佐々木［2009］参照）。これら作物の生産規模拡大を図る農民にとって，好適農地の獲
　得は死活問題であった。
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からの支援を受けた入植老が土地の占有を続けたため，ケニア人は慣習法を理由に土地の所有権を
主張した。ケニア人が土地所有権を主張したため，イギリスは対応策として1959年に原住民土地
登記令（the　Native　Lands　Registration　Ordinance）と土地統制（原住民地域）令（the　Land　Con－
trol（Native　Area）Ordinance）を制定した18。この法令によって「土地が誰の所有物か」が明確に
規定され，さらに「土地の所有や譲渡は所有者の判断を優先すること」が定められた。イギリスに
よって入植者の土地所有権が合法になったため，農地を追い出される農民が増大した。
　イギリスの土地制度改革や植民地支配に対する不満を増大させたケニア人はイギリス植民地から
の独立をより強く意識するようになった。1961年以降，ケニア政府はケニア人が所有する土地を
増やすためにヨーロッパ人入植者から土地を購入し，そして購入した土地をケニア人農民に割り当
てていった。またケニア政府は，伝統的な土地譲渡の制度以外に，入植者がケニア人に対して土地
を売却できるような制度を設けた19。さらに土地所有の不均衡を是正するため，1962年にケニア政
府は100万工一カー計画を実施した。100万工一カー計画には土地の買い取り政策や農民の立ち退
き政策が含まれていたため，人口密度の高い地域から低い地域へ移動する人々や労働機会を求めて
移動する農民が増加した。植民地支配がもたらした土地問題を改善するためにケニア政府が行った
土地制度改革だったが，独立が近づくに伴って土地政策はケニア国内の政権争いに利用されるよう
になった。特に土地再配分政策や土地の登記化は初代大統領となるケニヤッタによって支持基盤の
確保のために利用された。
　独立以前のケニアにおいて土地は伝統的な土地所有制度を基本としていたが，植民地支配によっ
て，土地は「個人が自由に所有，売買できるもの」に変容してしまった。そして独立以降，土地は
ヨーロッパ人の所有物から次第にケニア人の所有物に戻っていった。ただし土地は慣習的な制度に
基づいて共同体が管理・所有するものではなく，イギリスが持ち込んだ土地制度に基づいて個人で
管理・所有するものになった。土地が個人の所有物として扱われるようになったことや，独立後の
ケニア政府が土地を政治的に利用したことで，ケニアの土地問題はより複雑になった。
3．独立後の土地所有に伴う利害関係の創出
　ケニアの初代大統領に就任したケニヤッタに対して，農民は土地問題の解決を求めていた。特に
都市部に流入した失業者や土地なし農民はケニヤッタ政権が実施する土地再配分政策に期待を寄せ
た。しかし，大部分のケニア人農民は政治的経済的要因のために土地を獲得することが困難だった。
　入植老が占有した土地を取り戻す方法を模索するなかで，ケニヤッタ政権は一つの問題に直面し
た。旧宗主国イギリスとの対立を避けるため，ケニヤッタ政権は入植者が所有していた土地を強制
的に収奪する方法ではなく，入植者から土地を買い取る方法を選択した。ケニヤッタが土地の買い
18土地制度改革による慣習法の実定法化については平田［2009］参照。
19入植者による任意売買は，彼らが所有していた土地の10％程度にすぎず，ケニア人が獲得した土地の大部分
　が政府によって割り当てられたものであった（池野［1990］，pp．10－11．参照）。
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取りを選択した背景には，独立後も多くのヨーロッパ人がケニアで農場経営を行っていたことがあ
げられる。独立後の国家形成のためにイギリスからの金銭的支援が必要だったケニヤッタは「入植
者の権利を保護する」というイギリスの要求を受け入れる必要があった20。そのためケニヤッタ政
権はケニア人の土地獲得機会の確保とイギリスの入植者保護のための要求を両立しなければならな
かった。そして両老の要求の狭間でケニヤッタが選択した方法が土地の買い取りであった。ケニヤ
ッタ政権は国際復興開発銀行とイギリスからの融資を元手に入植者の所有地の買い取りを進め，さ
らに買い取った土地を有償でケニア人農民に配分した。この土地再配分政策は特にマウマウの反乱
で土地を取り戻すために活動したケニア人のために実施されるはずだった。しかしながら，300万
haの好適農地を独占的に利用していた入植者は土地を手放すことに難色を示したため，ケニア政
府による農地の買い取りは難航した21。
　さらに，偏った土地再配分を助長した要因はケニヤッタ政権が実施した土地再配分政策にもあっ
た。ケニヤッタ政権は自身の政権基盤の安定を図るために，ケニヤッタ政権を支持する権力者層や
農民に対して大部分の土地を再配分した22。またケニヤッタ政権は市場を介して直轄地や保護領な
どの土地を売却・譲渡したため，一部の富裕層や政府から融資を受けられた農民しか土地を購入す
ることができなかった。ケニヤッタ政権が実施した土地の再配分政策や登記法は，一方では小農の
要望を受け入れた制度だったが，他方で政権支持派の土地所有権を保護するための制度でもあっ
た。政府は土地を大土地所有者などの富裕層しか購入できない価格で売却し，さらにキクユ族農民
などの政権支持派に対する土地購入のための融資を優先的に認めていた23。キクユ族を優遇した土
地政策は反政権派を抑圧する上でも効果的だった。土地所有の「アフリカ化24」とキクユ族農民の
土地獲得を後押しした土地政策には政府財源の確保や支持基盤の保護，反政権派の勢力縮小など，
複合的な意味合いが込められていた。そして政権交代が起こるまで，これら土地政策は政府とキク
ユ族の政治的経済的基盤となっていた。また土地再配分に対する訴訟を回避するために，ケニヤッ
タはキクユ族の土地の登記化を進めた。土地の登記化によってキクユ族の土地所有を合法にするこ
とが目的であった25。「リフトバレー東部やその他地域を中心に居住するキクユ族に対して，配分
20高橋［2010］，pp．306－308．参照。
211970年までにケニア政府が入植者から買い取ることのできた土地は，入植者が保有していた土地全体の3分
　の2程度しかなかった。
22ホワイト・ハイラソドの土地の買い占めとケニヤッタの出身民族であるキクユ人農民の土地獲得の背景には
　ケニヤッタ政権との結び付きが強い政治家や官僚，富裕層で組織されたGEMA（キクユ・エンブ・メル連
　合）の存在が大きかった（松田［2000コ，pp．76－78．参照）。独立後ケニアの土地所有に政治的な結び付きが
　構築されたため，農民は土地獲得を行う上で資金の問題に加えて政治的要因にも直面していた。
231969年より実施された農民への貸付総額は約620万ケニアシリングで，その内訳は小農230万ケニアシリン
　グ，大土地農民150万ケニアシリング，牧畜業240万ケニアシリングだった（Republic　of　Kenya［1969］参
　照）。
24ここで言う「アフリカ化」はヨーロッパ人入植者によって奪われた土地をケニア人の手に取り戻すというこ
　とを意味する。
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されている土地がもっとも少ない26」という理由から良好な土地の多い地域を強制的に分割・再配
分するなど，ケニヤッタが行った土地政策はケニアに歪んだ土地所有構造と新たな土地問題をもた
らした。そして土地問題および土地に関わる対立は二代目大統領となったモ・イが引き継いだ。
　1978年に大統領に就任したカレンジソ族出身のモイにとって，土地問題の改善は大きな課題で
あった。そしてケニヤッタ政権が行った土地再配分の不公平性を是正するため，モイ政権はリフト
バレー州など好適農地地域を中心に居住するキクユ族の立ち退きを進めた。また41万世帯が土地
なし農民となっていたため，モイ政権は最小限の土地保有規模の設定や大規模農地の分割を盛り込
んだ政策を施行した27。しかし実際には，カレンジン族を冷遇したキクユ族エリートに対する報復
のために，モイ政権はキクユ族を冷遇した土地政策を実施した。リフトバレー州をカレンジン族農
民や政治家，富裕層のための区画に設定したり，キクユ族やルオ族の排除を推し進めたりするな
ど，モイ政権はケニヤッタと同様に出身民族や政権を支持するエリート層のための土地再配分政策
を行った28。民主化への動きが活発化する1990年代まで，キクユ族および反政権派はモイ政権や官
僚が土地収奪や土地所有権の保護，土地登記法といった土地政策によって政治的経済的に弱体化し
ていった29。
　モイ政権の土地政策はケニア国民を「小農の土地を収奪するカレソジン族中心の政治的経済的エ
リート層」と「農耕に不十分な土地を割り当てられたキクユ族中心の貧困層農民」に二分化した。
そして農民や反政権派は，モイ政権の土地政策に対する不満を様々な形で表していった30。例えば
複数政党制の導入に伴って民主化への動きがさらに加速した1999年には，土地政策および土地関
連法に関する委員会が開催された。また2002年の大統領選挙では，土地問題に対するケニア国民
の不満から，モイ政権からキバキ政権への移行をもたらした。
　図2および表1ではケニア各州における主要民族の人口構成と各州の好適農地割合を提示して
いる。各州における好適農地と民族ごとの人口構成を比較すると，リフトバレー州やニャンザ州，
ウエスタン州などの好適農地が多い州では，ケニヤッタ政権の抑圧を受けていたカレンジン族やル
オ族などの人口が多くなっている。このような人口分布が生じた要因は，モイ政権がカレソジン族
を中心とする反キクユ派のために好適農地からキクユ族を排除したことが考えられる。またセント
25土地登記の成立過程と司法上の課題に関しては平田［2009］を参照。1983年時点で登記が行われた土地は全
　体の15％程度であったが，2004年には80％以上の土地で登記が行われている。
26Kanyinga，　et　al．［2008］，　p．113．より引用。
27土地政策の内容に関してはRepublic　of　Kenya［1979］を参照。
28もっともモイ政権が勢力を拡大させた1980年代は対外債務の増大から世界銀行・IMF主導の構造調整政策
　が展開された時期だったため，ケニヤッタ政権と比較してモイの土地流用には国際社会の介入という弊害が
　生じていた。
29Kanyinga，　et　a正．［2008］，　pp．114－117．
301999年の土地問題に関する委員会の経緯および内容についてはKanyinga［2009］で詳細が記されている。
　具体的には土地管理行政の欠如，土地政策の不備，土地管理に関する憲法上の保障が不十分であることが指
　摘されている。
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図2　ケニア各州の人ロ構成比に基づく勢力図
（出所）　著者作成。
ラル州と首都ナイロビはキクユ族人口が他の州と比較して高くなっている。ナイロビ付近にキクユ
族が多くなっている要因は，ケニヤッタ政権時に権力と経済力を獲得したエリート層やモイによっ
てリフトバレー州から排除されたキクユ族，さらには就労機会を求める人々などが都市部に移住し
たことがあげられる31。
　モイ政権によって移住を強要されたことや人口増加の影響を受けて，農民は農業以外の雇用を求
31好適農地から排除されたキクユ族を対象とする補償・支援政策がキバキ政権以降に実施された土地政策全体
　の約30％を占めていたことから，モイ政権下の土地政策によって排除されたキクユは相当数存在していたこ
　とが窺える。
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表1　ケニア各州の嚢耕適地面積と民族の構成
　　　　　　　　　　巨楠赫
@　　　婿1，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サ1
e幽　　灘　　幽げ　　1　　　　這　『　　　　　　　　　　　　　　　　蔚　濠　琵
?遠?w灘難
ε糟糠璽恥燃羅騰
灘講き鴨譲譲耀章鞭曽　畷難ﾜ　　　　　　　　簸歎　　　號　　麺聯蝋　肖
難灘灘鞭 無阿@　蚤購 鱒藤鋼＿聯欝@　師　o　　石@　　　　，、ド　㍑ 　［麟舞湘「1怺]蕪簾鱒
セントラル州 Z9．0　　　94．29091　　132　　0．24キクユ　　　938カンパ　　　　1．8
巨　　　講懸灘蝿　　　、叢　麟”　瓢 　　匡r」覇　　遣　　　　　・bH 聯灘難醒遡繕 　　　　　　囁　「ｿ聴　　1顯羅騰、3蹴
ウエスタン州 89．7　　　1007412　　10．8　　0．22 ルイヤ　　　86．2テソ　　　　　5．7
拶麟馨霧罫、．購・　竃駄7 3碓壌8　載歪’0ζ43カレソジソ蕪讐 鎌グユ　　　193
イースタン州 92．2　　　　3．6 5423　　ク．9　　0．12 カンパ　　　53．9メル　　　　　27．4
コースト州 82．5　　　　5．5 3757　　5お　　0．15　　　　π ミジケソダ鱗3
?????????
ノースイースタン州 99．0　　　　0．0 0，0　　　0．0　　0．00オガデン　　40。0 デゴディア　25．2
ナィ鷲ビ幣繍1　　　　　　　汎1撚灘6　　29β 鋤　　鷲　　o．01 ギクユ　　鱗薦　　　　　　　葺 騒蠣叢　鱗5
ケニア総計 89．5　　　　1368144　100．0　　0．24キクユ　　　20．8 ルイヤ　　　14．3
注1：表の好適農地はケニア政府によって設定された農業生産性の高い土地（平均年間降水量857．5mm以
　　上の農牧地）を指す。また同土地に関する数値は，ケニア政府の提示した基準に従って高橋［2010］
　　が独自に分類・算出した数値を参考に，著者が該当するデータを参照して加算・修正を行ったものと
　　なっている。
出所：FAOSTAT（2010年9月7日閲覧），　United　Nation　Statistics　Division（同日閲覧），　Kenya　National
　　Bureau　of　Statistics（2010年9月10日閲覧），　Central　Bureau　of　Statistics［various　years］，高橋
　　［2010］より著者作成。
めて都市へ移住するか，もしくは好適農地以外の土地に移り住むようになった。そのため，一人当
たり農地面積の推移を比較すると，図1にも示しているように一人当たりの農地面積は大きく減
少している。ケニア全体の人口増加率は年平均3．1％となっており，また雇用機会を求めてナイロ
ビなど都市部へ流入する人々の年平均増加率が5％前後，土地再配分に伴う農村部（特にセントラ
ル州やリフトバレー州などの好適農耕地域）に流入する人々の年平均増加率が4％前後に達してい
る32。これら人口増加と土地配分の問題は土地不足と重なって農民の生計に深刻な影響を与えてい
る。
　ケニア人農民は入植者が収奪した土地に対してケニア人の所有権が認められることや，土地所有
が植民地以前の伝統的な制度に基づいて行われることをケニア政府に求めていた。しかしケニア政
府が行った土地政策では，慣習的な土地所有制度ではなく，実定法や市場での取引に基づく個々人
の土地所有制度が基本となった。加えて，ケニヤッタ政権およびモイ政権が行った土地政策は小農
の土地獲得機会を増大させるためではなく，一部のケニア人を優遇するための政策であった。各政
権によって土地が政治的に利用されたため，ケニアの土地問題は複雑さを増してしまった。ケニア
の土地問題を引き起こした一因は「イギリスによる植民地支配」から「ケニア政府による土地の政
治利用」に移行した。土地の占有者が入植者から各政権を支持する一部のケニア人に変わったこと
32高橋［2010］，pp．288－289．参照。
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で，土地所有を巡ってケニア人同士が衝突することとなった33。
4．　キバキ政権下での土地所有問題と政治的混乱
　ケニアの土地問題は，植民地支配から独立後の現政権に至るまで，ケニアの政治経済に大きな影
響を与えている。入植者が行った土地の収奪および占有を改善するため，独立後のケニアでは白人
所有地の購入と土地再配分政策が行われた。これら土地政策によって小農は白人の大土地所有者が
保有していた土地を購入もしくは借用することが可能になるため，土地問題は改善するはずだっ
た。しかしながら，独立から半世紀近く経てもなお，ケニアの土地問題は依然未解決状態である。
その要因には農民が土地獲得を行う上で生じている様々な弊害があげられる。例えば農民の土地所
有権や登記化がもたらした衝突，土地購入に必要な資金の確保および融資の問題，借地にかかる高
額な費用，購入した土地や借地が荒廃地である場合に生じる訴訟や衝突，農耕に必要な牧畜の確保
など，主に農民に付随する経済的要因があげあれる。これら土地の獲得に連関した弊害が生じたた
め，ケニア政府が行った土地再配分政策は土地問題の解決策とはならなかった34。加えて政治的要
因による土地獲得の弊害も生じていた。前述したように，ケニヤッタ政権およびモイ政権が土地所
有を政治的に利用したために土地問題は悪化し，さらには政治に対する国民の不信感が増していっ
た。
　政治不信と土地問題を背景に大統領に就任したムワイ・キバキ（Mwai　Kibaki）は，経済格差や
政治的混乱の一要因となっている土地問題を解決しなければならなかった。ケニア国民が土地問題
の改善を求めていたため，キバキ政権は大統領就任後の議会において，「歴史的に継続された土地
問題を解決するため，一人当たり土地保有量の増大や土地なし農民への支援の実施」を目標に掲げ
た。さらにキバキは，政権によって作成された土地政策案の議会での承認を試みた。しかしキパキ
政権以後も，土地資源に対する政治的経済的エリートの影響力は強大なままであり，その上，政権
を支持する民族と土地所有の相互依存関係も存続していた。そのため，反キバキ政権派は過去の体
質との差異が見られないという理由から政策案の否決を選択した。この背景には，キバキ政権が大
土地所有者やキクユ族農民などの政権支持派のために僅かな好適農地の割り当てを進めているとい
う，キバキ政権による土地の政治利用があげられる。ケニヤッタ政権やモイ政権と比較するとキバ
キ政権による歪んだ土地配分の実施は縮小していたが，政府は支持基盤を確保するために土地資源
を政治的に利用し続けていた。また，政権交代によって与党を支持する民族に変化が起こっている
ことを考慮しなければならないが，全国民の20％に当たる大土地所有者が農耕に適した土地の大
部分を利用し，67％を占める小農や小作農が僅かな好適農地と好適農地以外の土地を利用し，残
りの13％は土地なし農民となっている。土地所有者と政策の連関を踏まえると，土地配分におい
33独立後ケニアの経済における土地の位置付けに関してはMwega［2008］参照。
34小農の土地獲得とその弊害についてはYamano，　et　a1［2009］を参照。
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て富裕層を優遇する構図が存続している点は否定できない35。
　国民支持の支持を受けて就任したキバキ大統領が一転して国民から不支持を突き付けられた背景
には，2005年に行われたケニア憲法改正に伴う混迷があった。大統領への権力集中に対する批判
や政権与党に対する不信感が一層強まっていた1990年代後半，憲法改正の論議が活発になった36。
キバキ政権は憲法改正問題に対処するために草案を作成したが，キバキ政権が作成した憲法草案は
「現行政権の権力分散」という条件を満たしていなかった。そのため，憲法草案作成を巡る与野党
の対立構造が強まるとともに，キバキ政権に対するケニア国民の不信感が強まっていった。そして
与野党の対立とキバキ政権への不信感から，憲法改正案を問う国民投票では賛成42％，反対58％
という結果になり，憲法の改正が否決された。大臣の解任および国会の閉会などの大統領権限を行
使したことや賛成票獲得のための買収行為を行ったことの影響から，国民投票はキバキ政権に対す
る不信感をさらに増大させる契機となった37。土地問題や憲法改正問題を背景にケニア国民はキバ
キ政権に対する不信感を増大させていたため，2007年の大統領選挙でキバキが獲得した得票率は
前回の得票率62．2％を大きく下回る46．4％となった。辛うじて再選を果たしたキバキであったが，
大統領選挙はキバキに対する批判の増大が如実に現れた結果となった。
　では，キバキ政権に対する不信感と土地所有のあいだには如何なる連関が見られるのか。ケニア
の土地問題は大土地所有者や富裕層と小農や土地なし農民など貧困層の間に生じた金銭的要因だけ
ではない。ケニアの土地問題を経済的要因のみで説明できないことは，小農の規模の推移からも伺
える。一世帯当たり概ね2ha以下が中心となる小農に関して，表2に示した大土地所有と小農に
よる生産額の構成を見ると農業生産の70％以上が小農によって生産されている。特にリフトバ
レー州やセソトラル州などの好適農地で栽培されているコーヒー・紅茶に言及すると，コーヒー生
産農地の75％以上，紅茶生産農地の65％以上が小農の所有地となっている。小農全体が所有する
農地面積は大土地所有農民以上となっていることから，一部の小農は土地を獲得しやすい状況にあ
る。ただし1ha当たりのコーヒーおよび紅茶の生産量を比較すると，小農の生産規模は大土地所
有農民の30～80％程度に留まっているため，小農の生産性は大土地所有者ほど高くはない。
　また表1に示したように，リフトバレー州を中心とするコーヒーや紅茶の生産地域はキバキ政
権を支持するキクユ族と反政権派のカレソジソ族の人口が多くなっている。そして両民族の人口が
高比率となっている換金作物の生産地域では，土地購入および登記に伴う衝突の発生率が高くなっ
ている。土地所有に関して，各民族が引き起こす衝突は平均値7．5％に対して，キクユ族が8．3％，
35Nasong’o［2009］参照。
36ケニア憲法では，閣僚や司法および行政の官職の任免や国会の開閉会が大統領の専権事項とされているこ
　と，途方自治および治安維持に関する組織が大統領府の直轄下に置かれていることなど，大統領に対して過
　度の権力集中が認められている（津田［2007］，p．43）。そのため，大統領に対する権力集中が問題視され
　ており，憲法改正はケニアが民主化を進める上での重要事項であった。
37ibid［2006］およびibid［2007］参照。
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表2　嚢産物生産額に占める大土地嚢民と小衰の比率????
灘懇灘鍵 』? 麟鎌灘霧灘1羅 ? 幽騰　　碧@雛
????????
…欝雛撫課鱒 磯縫灘！　壱　　　　　　　　　讃 羅霧 灘雛鞘 朧灘、蜜欝奮． 　　灘灘、厚　　，雛　縛
2001 27，921 6．34 71，511 8．17 99，404 7．65 71．94
灘i撫一講瀦灘・　　　　　　r 鷲一　｝療石A3．欝壕 　　　　　　　　脚ドE轟舞灘㎞、　　　　　　勝ﾊ　㌦・　　　型漁・ 　　　　　　　　　，肖葺㌻s罐 嫉礫灘灘灘鰍
2003 27，211 0．84 77，612 1．74 104，823 1．50 74．04
擁曝・ 黛i捻欝、 轟蕪． 韓鞭一 鍵麟謙 モ鱒灘懸 ・韓i醗1総繍鍵
2005 34，828 5．27 98，308 9．00 133，136 8．00 73．84
鱒061 営　肌
???????
　　　　『pLδ8　，点　　ト　褥　r 拷　　　　　　　　　㌻Pユ鰍霧　一　　　ぼ 溜礁識　　　聡 難鞭隙 欝譲雛　灘糠灘醗
2007 43，053 10．79 135，591 22．36 178，644 19．36 75．90
29¢8． 翻，揃 鷺・85 蜘軸、∴ 　　嘱　　　　　　　　ヒﾊ麟纐鎌　　　解ド馬’ 欝購諭 緩轄 繋畿鍵）須げ　　　　一“・・．
出所：Central　Bureau　of　Statistics［various　years］より著者作成。
カレンジソ族が10．3％となっており，キクユ族やカレンジン族は民族間の衝突を引き起こす確率が
高くなっている38。
　総じてケニアでは，小農全体の土地獲得機会は徐々に増えているが，政治的要因から土地獲得に
伴う問題が未だに存在している。キバキ政権が行った土地再配分政策もまた，ケニヤッタ政権やモ
イ政権と同様に政権支持派を優遇しているため，民族間の対立を引き起こしている。農民の生活は
農産物の生産価格や取引環境などの経済的影響に加えて，土地政策や政権争いなどの政治的影響に
も左右されている。土地問題や政治的混乱を背景にケニア国民のキバキ政権に対する批判が高まり，
2007年には大統領選挙の結果を巡る暴動が発生した。さらに，キバキ政権が反政権派による批判
の沈静化を目的に実施した土地の登記と所有権の拡大は土地獲得競争を激化させた。そのため，キ
クユ族などの政権を支持する農民や政治経済的エリート層，土地購入が可能な富裕層だけが土地獲
得機会をより多く得られるようになった39。キバキ政権の対応によって経済的要因が悪化したた
め，政治的要因が大きかった土地問題では富裕層対貧困層という経済的要因が再び大きくなった。
5．　おわりに
　ケニアでは農産物輸出が主要産品になっており，且つ労働者の半数以上が農業に従事しているこ
とから，土地はケニア経済にとって重要な資源である。またケニア人農民にとっても，土地は生活
を営む上で必要不可欠となっている。本稿ではケニアの土地問題と歴史的変遷の連関を検証し，大
ss　Holden，　et　a1［2009］参照。
39他方で2010年までに外国企業が実施したアフリカの土地の所有権獲得に関してアフリカ全体を100としたと
　き，ケニアでは129となっているため，ケニアの土地は他国に売却もしくは貸付が行われる割合が高くなっ
　ている（EIU［2010コ参照）。
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土地所有者によって土地が占有されていること以外に，政治的要因から土地所有が歪められている
ことを明確にした。イギリスから独立した1963年よりキバキ政権後の大統領選挙をめぐる暴動が
発生した2007年までの約半世紀で，ケニアの土地問題は終息ではなく悪化に向かった。独立以
降，土地が市場を介して売買されるようになったため，一部の富裕層が土地を占有していった。さ
らに大統領は出身民族を保護するために土地を利用した政策を行った。ケニア政府が好適農地を巡
る競争を助長したため，大部分の小農は土地獲得機会から排除された。
　これら背景に加えて，近年では中東諸国や中国がアフリカの土地の購入を活発に行っている。ケ
ニアの農地と近隣諸国の動向に言及すると，2009年に中東のカタールがケニア沿岸部の土地を借
り入れるためにケニア政府と交渉を行っている40。カタールは自国で消費する農作物の生産用地を
確保するためにイソド洋沿岸部に位置するTana－River－Deltaの農耕地4万haの借り入れを申請
した。加えて，カタールは農産物を含めた商品輸出の拡大のために沿岸部のラムという街に新たな
港の建設を要請した。ケニア政府はカタールの土地獲得によって雇用機会の創出と貿易の活性化を
見込んでいるが，他方で土地の管理が他国に委譲されることへの懸念や食料不足に陥っているなか
で土地の貸付を行うことへの疑問も起こっている41。
　歴史的背景や近年の動向を踏まえた上で，政権・反政権間もしくは富裕層・農民間の衝突によっ
てもたらされる国内の土地問題の変化を分析すること，また土地所有構造を介して農民および農業
が如何なる影響を受けているかについて政治的経済的側面から考察することが今後の課題である。
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